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（単位：千円） 

- 総括 1 - 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成２６年度 平成２５年度 伸び率 

予算総額 ２４，７９１，４０６千円 ２６，４５２，４１７千円 △6.3％ 

一般会計構成比 １．４%  １．６%  － 

 

  【就農支援資金貸付事業特別会計】 

   予算総額 ８０，３６０千円 ８９，２１４千円 △9.9％ 

 

  【林業・木材産業改善資金特別会計】 

   予算総額 ３９，０６０千円 ３９，０６０千円 0.0％ 

 

  【本多静六博士育英事業特別会計】 

   予算総額 ５２，８７８千円 ５４，０１５千円 △2.1％ 

 

 

Ⅱ 主な新規事業および重要施策 
 

【埼玉農林業・農山村振興ビジョン施策体系】 
 

  

 
 １ 「担い手・生産・販売」の三位一体的な推進による食料供給力の向上 
 （１）意欲ある多様な担い手を育てる 

 （２）優良農地を活用して最大限の生産を行う 

 （３）農業経営の安定・発展に向けて支援する 

 （４）食と農をつなぐ仕組みをつくる 

 （５）食の安全・安心を確保する 

 
 ２ 多様な森林の整備と森林の循環利用による森林・林業の再生 
 （１）多様で健全な森林をつくる・まもる 

 （２）森林を循環的に利用する 

 （３）県産木材を使う・親しむ 

 
 ３ 農山村の魅力向上・多面的機能の積極活用の促進 
 （１）美しく活力ある農山村をつくる 

 （２）農林業・農山村の多面的機能を学ぶ・使う・楽しむ 
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- 総括 2 - 

１ 「担い手・生産・販売」の三位一体的な推進による食料供給力の向上 

（１）意欲ある多様な担い手を育てる 

Ｐ １      経営体育成条件整備事業【農業ビジネス支援課】         ８４，１６２ 

      普及活動推進事業【農業支援課】                ５６，０８４ 

      新品種・新技術導入広域推進事業【農業支援課】         １１，７７７ 

Ｐ ２  一部新 農業経営法人化推進事業【農業支援課】             ２１，５５０ 

Ｐ ３     明日の農業担い手育成塾推進事業【農業支援課】         ３０，２８２ 

      青年農業者等支援事業【農業支援課】               ４，６１１ 

Ｐ ４      新規就農総合支援事業【農業支援課】             ３２７，８５３ 

      農への就業スキルアップ緊急支援事業【農業支援課】       ３６，２０８ 

Ｐ ５      農業大学校移転整備事業【農業支援課】          １，４６５，２８７ 

Ｐ ６      企業等農業参入支援事業【農業ビジネス支援課】           ５，７６４ 

 

（２）優良農地を活用して最大限の生産を行う 

Ｐ ７  新規  農地中間管理機構運営事業【農業ビジネス支援課】       ５８４，６７０ 

      農地活用促進事業【農業ビジネス支援課】           １１１，０８８ 

     農業委員会等補助事業【農業政策課】             ３６６，８３３ 

      土地改良事業計画等調査【農村整備課】            １５９，５００ 

Ｐ ８      担い手を育む農地の整備【農村整備課】            ７４０，６８１ 

Ｐ ８      農業水利施設の整備【農村整備課】            １，９１３，９２５ 

      水田農業推進事業【生産振興課】                 ８，２６７ 

      主穀作産地営農強化支援事業【生産振興課】           ３３，６５４ 

Ｐ ９  新規  埼玉野菜もりもり大作戦事業【生産振興課】          １２６，０４９ 

      埼玉園芸生産力強化支援事業【生産振興課】           １０，０００ 

  一部新 野菜、果樹、茶・地域特産物の振興【生産振興課】        １１，８７６ 

      飼料用米利用促進事業【畜産安全課】               １，８５５ 

      畜政推進対策事業【畜産安全課】                １６，２８２ 

Ｐ１０  新規  埼玉の肉牛を守り・育てる生産構造転換事業【畜産安全課】    ５９，３８４ 

      秩父高原牧場機能強化緊急対策事業【畜産安全課】        ３９，７５４ 

      水産業活性化対策事業【生産振興課】               ３，１５３ 

 

（３）農業経営の安定・発展に向けて支援する 

      農業近代化資金等融通円滑化事業【農業支援課】         ６０，３２９ 

      農作物災害緊急対策事業【農業支援課】              ７，９３０ 

      就農支援資金貸付事業【農業支援課】              ５０，０００ 

      経営所得安定対策推進事業【生産振興課】           １０４，０００ 

      野菜価格安定対策事業【生産振興課】              ３２，８３２ 

      畜産物価格安定対策事業【畜産安全課】              ９，６２８ 

Ｐ１１      農林総合研究センター試験研究の推進【生産振興課】      ７７０，３６０ 

      水稲高温対策特別事業【生産振興課】              １９，９５３ 

      鶴ヶ島試験地移転整備事業【生産振興課】           ４４９，８４３ 

Ｐ１２  新規  埼玉スマートアグリ推進事業【生産振興課】          ２９３，２００ 
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     埼玉農業エコひいき推進事業【農産物安全課】           ５，９９７ 

      見沼農業活性化対策事業【農業ビジネス支援課】         ３７，０１９ 

      三富地域資源循環型農業システム振興対策事業【農業ビジネス支援課】１，０００ 

      農山村活性化対策事業【農業ビジネス支援課】          ４６，１９４ 

 

（４）食と農をつなぐ仕組みをつくる 

  一部新 地産地消推進事業【農業ビジネス支援課】             ３，３８０ 

  一部新 埼玉農商工連携推進事業【農業ビジネス支援課】          ４，９６８ 

Ｐ１３  一部新 農業の６次産業化支援事業【農業支援課】            ２０，７２２ 

      地域拠点卸売市場整備促進事業【農業ビジネス支援課】         ５９３ 

Ｐ１４  一部新 埼玉ブランド農産物推進事業【農業ビジネス支援課】       １１，６６８ 

      海外新規販路開拓事業【農業ビジネス支援課】           ４，５０４ 

     花とみどりで笑顔いっぱい埼玉創造事業【生産振興課】       ２，６０４ 

      高品質畜産物生産体制整備事業【畜産安全課】           ７，５２４ 

 

（５）食の安全・安心を確保する 

Ｐ１５  新規  埼玉スマートＧＡＰ推進事業【農産物安全課】           ７，２６６ 

      安全安心農産物確保対策推進事業【農産物安全課】         ８，２２３ 

Ｐ１６      原発事故に係る農畜産物影響調査事業【農産物安全課】      ４３，９３８ 

      農薬安全対策事業【農産物安全課】                ６，９５６ 

     高速自動車道ＩＣ消毒ポイント整備事業【畜産安全課】      １４，７０５ 

      家畜伝染病予防法拡充強化対策事業【畜産安全課】         ２，２９８ 

  一部新 口蹄疫等悪性伝染病防疫対策強化事業【畜産安全課】        ４，１９７ 

      ＪＡＳ表示等適正化推進事業【農産物安全課】           ３，４８６ 

 

２ 多様な森林の整備と森林の循環利用による森林・林業の再生 

（１）多様で健全な森林をつくる・まもる 

      美しい森づくり事業【森づくり課】              １０５，９５８ 

      水源地域の森づくり事業【森づくり課】            ４７２，６９３ 

Ｐ１７      森林整備加速化・林業再生事業【森づくり課】         ８６７，６３９ 

Ｐ１８      治山対策の推進【森づくり課】                ４６５，５８８ 

 

（２）森林を循環的に利用する 

      森をまもる活動支援事業【森づくり課】             １２，２５１ 

Ｐ１８      森林管理道の整備【森づくり課】               ６０８，６２４ 

      森林の担い手育成対策事業【森づくり課】            ９０，３０５ 

      新たな林業担い手育成事業【森づくり課】             ８，２３０ 

 

（３）県産木材を使う・親しむ 

Ｐ１９  新規  県産木材の利用拡大による循環利用の推進【森づくり課】     ９７，６２０ 

  一部新 木のある生活空間づくり事業【森づくり課】            ９，７８０ 
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３ 農山村の魅力向上・多面的機能の積極活用の促進 

（１）美しく活力ある農山村をつくる 

      農との共生 田園都市豊かなくらし満喫事業【農業ビジネス支援課】 ８，４１５ 

Ｐ２０  新規  多面的機能支援事業【農村整備課】              １５３，０００ 

Ｐ２１      農業集落排水の整備【農村整備課】              １７０，２９２ 

      有害動植物防除等体制整備促進事業【農業支援課】         ７，０４６ 

      農山村バイオマス利活用促進事業【農業ビジネス支援課】        ５９６ 

 

（２）農林業・農山村の多面的機能を学ぶ・使う・楽しむ 

      彩の国グリーンツーリズム総合対策事業【農業ビジネス支援課】   １，３９２ 

     みどりの学校ファームステップアップ支援事業【農業ビジネス支援課】１，０７８ 

      里山・平地林再生事業【森づくり課】             ２７７，１２７ 

      みんなで育てる森づくり事業【森づくり課】            ９，１６４ 

Ｐ２２      水と緑に親しむサイクリングロードの整備【農村整備課】     ８７，６００ 

Ｐ２３      川の再生の推進（川のまるごと再生プロジェクト（農業用水））【農村整備課】 

                                  ９４２，０００  
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人・農地プラン 

作成地区 

 

本事業の 

実施 

 

中心経営体（助成対象者） 

農業用機械・施設等の導入に

より、地域農業の担い手とし

て育成 

 

経営体育成条件整備事業 
 

               担当 農業ビジネス支援課 農地活用・企業参入支援担当 
               内線 ４０３３ 

 

１ 目 的 

  人・農地プランに位置付けられた中心経営体等の育成･確保に向けて、これら経営体が

経営の規模拡大や多角化等に取り組む際に必要となる農業機械等の導入を支援する。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内    容 予算額 

(1)推進事業 

県経営構造対策

推進会議 意欲ある多様な経営体の育成･確保に向

け、円滑な事業の実施や成果目標の達成に

向けた各種取組を支援する。 

2,197千円 

県 103千円 

(2)整備事業 
市町村 適切な人･農地プランを策定した地域の

中心経営体等に対し、農業用機械等の導入

を支援する。 

81,000千円 

県 862千円 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ８４，１６２千円 

人・農地プランとは 

「人と農地の問題解決」のため、集落・地域におけ

る話し合いを通じて、地域の中心となる経営体や、

その経営体への農地集積等について定めた計画 

 



一部新規 
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農業経営法人化推進事業 

 
担当 農業支援課 経営体支援担当 

内線 ４０５０ 

 

１ 目  的 

  地域農業の担い手である認定農業者などの経営発展を支援し、農業経営の向上を図る。 

また、税理士などのスペシャリストを活用した相談窓口の設置や複数の農業者等が共

同して法人を設立するなどの取組を支援し、農業経営の法人化を推進する。 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1) 認定農業者経営 

改善支援事業 

県 

 

 認定農業者などの担い手に対し、生産技術や経

営改善についての個別指導や研修会を開催 

7,826 千円 

 

(2) 認定農業者等 

育成支援事業 

県  認定農業者等の担い手を育成するための体制

を整備 

602 千円 

 

(3) 農業経営法人化相

談窓口設置事業 

県 

 

 各農林振興センターの「農業経営法人化相談窓

口」で、法人化を希望する認定農業者などに普及

指導員が法人化相談を実施 

1,655 千円 

 

(4) 法人化支援事業    8,120 千円 

 

 

ア スペシャリスト 

設置事業 

県 法人化相談のうち専門性の高い相談に対応す

る税理士などのスペシャリストを設置 

4,920 千円 

 

新 

イ 複数個別経営法

人化推進事業 

 

市町村 

 

 複数の農業者等による法人化の取組を支援 

 

 

3,200 千円 

 

(5) 農業経営法人化 

人材支援事業 

県  法人化の事例検証などを通じて意欲ある農業

者や関係機関に情報提供し法人化をフォローア

ップ 

3,347 千円 

 

 

 

 
          

             

 

 

 

 

 

 
                    
 
   

   

 

 

３ 平成２６年度予算額   ２１，５５０千円 

 

・市町村と連携した体制整備 

・担い手農家の明確化   

 
 
 

 

 

 

農  

業 

経 

営 

体 

の 

法 

人 

化 

 
 
・法人化事例の検証と情報提供 

 
 
 
各農林振興センターに
法人化相談窓口を設置 
・法人化の啓発 
・法人化相談の実施 
・経営分析の実施 

 
・生産技術や経営管理手法 
の改善 

・経営発展への動機付け 

(2)認定農業者等育成支援事業 

(1)認定農業者経営改善支援事業 

(3)農業経営法人化相談 
窓口設置事業 

(4)法人化支援事業 

(5)農業経営法人化人材支援事業 

 
ステップ 
アップ 

 

税理士等に 
よる支援 

地域貢献する
法人化取組の
経費を支援 

検証 情報提供 

 

農 
 

業 
 

者 
  

実証モデルの設定 

ア スペシャリスト設置事業 イ 複数個別経営法人化推進事業 

農
業
経
営
法
人
化
相
談
窓
口 
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明日の農業担い手育成塾推進事業 

 

担当 農業支援課 就農支援担当 
内線 ４０５１         

                

１ 目 的 

  就農相談窓口の設置ほか、農業生産法人等での体験研修の実施や新規参入希望者・Ｕ

ターン就農希望者を対象とした「明日の農業担い手育成塾」の設置運営の支援を通じ、

新規就農希望者の円滑な就農を促進する。 

   

２ 事業内容 
 

 区  分 事業主体 内  容 予 算 額 

(1) 就農相談窓口整備 

 推進事業 

県  農林振興センター等に就農相談窓口を設

置し、新規就農を希望する者の支援を実施 
8,082千円 

(2) 農業生産法人等体 

 験支援事業 

県  雇用就農を希望する者を支援するため、農

業法人見学会及びインターンシップを実施 
729千円 

(3) 明日の農業担い手 

 育成塾推進事業 

  21,471千円 

 ア 県推進事業 県  明日の農業担い手育成塾の設置・支援 314千円 

イ 塾運営事業 市町村 

農業委員会 

農協 等 

 事業実施に必要な体制の整備 

 16塾 75人対象 

18,093千円 

ウ ｳｨｰｸｴﾝﾄﾞ農業塾 

 運営事業 

市町村 

農業委員会 

農協 等 

  事業実施に必要な体制の整備 

   3塾 25人対象 

3,064千円 

 

 

 
就農相談窓口 

 整備推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

  ・相談窓口設置 

 ・休日就農相談 

 ・就農支援セミナー 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ３０，２８２千円 

農
業
大
学
校
等 

明日の農業担い手育成塾推進事業 
 

就農希望地での実践的な研修 
 ・塾運営事業 
  （新規参入希望者を支援） 
 ・ｳｨｰｸｴﾝﾄﾞ農業塾運営事業 
  （Ｕﾀｰﾝ就農希望者を支援） 

農業生産法人等体験支援事業 
 

・法人等での見学や体験 等 

新規就農者の増加 
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新規就農総合支援事業 

 
担当 農業支援課 就農支援担当 
内線 ４０５１         

 
１ 目  的 
  埼玉農業を将来にわたって発展させていくためには、青年新規就農者を増やしていく
ことが不可欠である。 

  このため、青年等の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間
（２年以内）及び就農直後（５年以内）の所得を確保する給付金を交付し、将来の埼玉
農業を担う青年新規就農者を確保する。 

 
２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予 算 額 

(1) 県推進事業 県  給付金交付の体制整備 1,081千円 

(2) 就農準備給付金 
  事業 
 
 

県 
 
 
 

  独立・自営就農を目指し県が指定
した研修機関で研修を行っている者
に給付金を交付 
    60人×150万円 

90,000千円 
 
 
 

(3) 市町村推進事業 
 

市町村 
 

 給付金交付の体制整備 
     36市町村×327千円 

11,772千円 
 

(4) 営農開始給付金 
  事業 
 

市町村 
 
 

 経営が不安定な就農直後の独立・
自営就農者に給付金を交付 
     150人×150万円 

225,000千円 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２６年度予算額   ３２７，８５３千円 

就 農 準 備 給 付 金 事 業

農業大学校や県が指定する地域指導農家等で研修を受
ける方で、以下の要件を全て満たす方
①就農予定時の年齢が45歳未満の方
②県が認める研修機関等で概ね１年以上研修する方
③研修終了後１年以内に就農する方
④自ら農業経営又は農業法人に雇用されて就農する方

[給付額] １５０万円／年（最長２年間）

農業技術の研修中に給付金を給付します。

営農開始給付金事業

[給付額]１５０万円／年（最長５年間）

農業を始めて間もない時期に給付金を給付します。

農業を始めてから経営が安定するまでの方で、以下
の要件を全て満たす方
① 原則として45歳未満で独立・自営就農する方
② 就農する市町村の「人・農地プラン」に位置付け

られている方（見込みも可）
③ 就農後の所得（本給付金以外）が２５0万円未満

の方

※ 農家子弟の方でも、
ア 親とは別の経営をする場合
イ 親の経営から部門を独立させる場合
ウ 親元に就農してから５年以内に親から経営を継承する場

合は給付対象となります。

就農準備給付金事業 営農開始給付金事業 
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農業大学校移転整備事業 
 

担当 農業支援課 農業大学校担当 

内線 ４０５２          

１ 目  的 

 農業大学校を現在ある鶴ヶ島市から、県北の熊谷市に移転整備し、関係機関との相

互協力のもと、埼玉農業の担い手養成拠点施設として、今以上に魅力ある農業大学校

として整備する。 
 

２ 事業内容 

区   分 内          容 予 算 額 

(1) 監督業務等事務

費 

・建築及び土木工事の監督・検査などの事務費 5,089 千円 

(2) 測量試験・補償費  43,263 千円 

 ア 継続事業 ・建築工事監理業務委託費  9,155 千円 

イ 単年事業 ・土木工事監理業務委託費 

・浄化槽、消防施設等運転運営試験費 

・オオタカモニタリング調査業務委託費 

34,108 千円 

(3) 工事関係費  1,416,935 千円 

 ア 継続事業 ・土木工事(水道引込、外構、教習コース等) 

・建築工事[油庫･回廊･車寄他]（建築､設備､電気） 

557,747 千円 

イ 単年事業 ・旧施設解体工事 

・土木工事（付替道路、中央水路） 

・ハウス・汚水処理施設設置工事 

・建築完了検査手数料、教育備品整備等費 

859,188 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   １，４６５，２８７千円 

新校舎（センターゾーン）完成イメージ 

講堂 
事務棟 

 
通路棟

棟棟 

 

ﾒﾃﾞｨｱｷﾞｬﾗﾘｰ 

ゼミ棟 

 
交流棟 

 

学 生 寮

棟 

 

実験棟 

 教室棟 

 

食堂 
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企業等農業参入支援事業 
 

              担当 農業ビジネス支援課 農地活用・企業参入支援担当 

              内線 ４０３３ 

１ 目  的 
  地域農業との調和を図りながら企業等の農業参入を推進することにより、農地の有効 
 活用を促進するとともに、新たな農業ビジネスの展開を図る。 
２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1) 広域利用調整 
  推進事業 

県 ○農地情報収集、ネットワークの充実 
○広域的な農地情報等の発信 
○相談窓口対応 

1,021 千円 

(2) 農地有効活用 
  事業 

 

 

 

 

2,800 千円 
 

 ア 地域推進費 
 （定額補助） 

市町村 
農業委員会 

○受入地域の意向確認、合意形成 
○地域における農地の利用調整 
○地域と企業等とのマッチング 

900 千円 
 

イ 農地集積 
  推進費 
 （定額補助） 

農地利用集積 
円滑化団体 

農地中間管理機構 

○農地貸借に関する相談対応、調整、 
 事前調査等 
○所有者から企業等への農地転貸 

900 千円 
 

 ウ ほ場条件 
   整備推進費 
（定額補助） 

農地利用集積 

円滑化団体 

農地中間管理機構 

○畦畔除去、測量、耕作放棄地の簡易 
 再生等ほ場の条件整備 

1,000 千円 

(3) 地域活性化 
    アグリビジネス 
    支援事業 

県 
 

○個別の相談に対するアドバイザーの 
 派遣 
○相談会の開催 
○アグリビジネスの提案を行うため 
 の検討会の開催 

691 千円 

(4) 県推進事業 
 

県 ○企業等農業参入セミナーの開催 
○関係市町村等との連絡調整 

1,252 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２６年度予算額   ５，７６４千円 
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農地中間管理機構運営事業 

                        担当 農業ビジネス支援課 農地活用・企業参入支援担当 

               内線 ４０２６ 
１ 目  的 

 担い手への農地の集積・集約化を加速し、農業の生産性向上と農地の有効活用を図る

ため、農地中間管理機構（以下「機構」）の活動を支援する。 
 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内   容 予 算 額 

１ 農地中間管理機構運営事業     178,200 千円 

  (1) 運営費  機構 
機構の運営費、市町村等への委託

経費 
69,400 千円 

  (2) 管理事業費 機構 
農地の賃借料、土地改良賦課金、

借り受け農地の管理料 
108,800千円 

２ 県推進事業 県  機構に対する指導等の経費 2,632 千円 

３ 農業構造改革支援 

 基金積立金 
県 

農業構造改革支援基金への積立 
403,838千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 平成２６年度予算額       ５８４，６７０千円 
 
 

 ◎ 農地活用促進事業（うち人・農地プラン推進事業） 

   農地の集積・集約化を進めるため、人・農地プランの作成や協力金の交付を支援       

区     分 事業主体 内     容 予 算 額 

人・農地プラン推進事業 
市町村 

県 

農地利用調整活動の支援（プラン

作成費、協力金の交付等） 
60,957 千円 

 

関連事業 

農地中間管理機構
（農地集積バンク）

市町村、農業委員会等

借
受
け

貸
付
け

担い手
新規参入者

規模拡大
集積・集約化

県農地活用促進事業 農地中間管理機構運営事業

農地の管理・保全の
活動費等の支援

人・農地プラン作成、
協力金交付の支援

○ リタイア農家
経営転換農家
土地持ち非農家
などの農地

○分散農地

○耕作放棄地

地域で人と農地の問題
の話し合い（人・農地プラン）

連携
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農業生産基盤の整備 
 
           担当 農村整備課 農地整備担当、水利施設整備担当、水利調整・施設管理担当 
           内線 ４３５１(農地整備担当）、４３４７(水利施設整備担当) 、４３４２(水利調整・施設管理担当） 
          

１ 担い手を育む農地の整備 

（１）目  的 

    農地の大区画化や用排水路・農道等の整備により、農業生産性の向上と営農条件の 

  改善を図るとともに、農地の利用調整による経営規模の拡大を進め、高収益を目指す 

  農業経営体の育成を促進する。 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

ア ほ場整備事業 県 

 

 農地の区画拡大と道路、用水路、排水

路等の一体的な整備    【 8地区】 

460,120千円  

イ 農道整備事業 

 

県  農道の老朽化状況調査及び保全対策 

             【 3地区】 

191,690千円  

ウ 中山間総合整備 

   事業等 

県・市町村 

土地改良区 

 小規模な区域での農地、農道の整備等 

             【11地区】 

88,871千円  

 

   【担い手を育む農地の整備】 

 

 

 

 

 

 

       （整備前）               （整備後） 

（３）平成２６年度予算額   ７４０，６８１千円 

 

２ 農業水利施設の整備 

（１）目  的 

   用水路や排水路等の農業水利施設を整備し、用水不足や排水不良による農作物被害 

  の解消や自然災害を防止し、農産物の安定供給と地域の安全性向上を図る。 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

ア かんがい排水事業 

 

県 

 

農業水利施設（用水路､排水路､排水

機場）等の整備及び補修 

           【17地区】 

   684,450千円  

 

イ 農地防災事業 県 

 

 排水路の改修、排水機場等の整備 

            【10地区】 

951,400千円  

ウ 団体営基盤整備 

   促進事業等 

 

市町村 

土地改良区 

 

 小規模な区域での用水路、排水路等

の整備支援 

            【47地区】 

 278,075千円  

  

 

（３）平成２６年度予算額  １，９１３，９２５千円 
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埼玉野菜もりもり大作戦事業 
 

                          担当 生産振興課 野菜担当 

                          内線 ４１４２ 
 
１ 目 的 

野菜王国埼玉の地位向上を図るため、関係者の連携強化を通じ、野菜の生産量、販売

額、消費量の拡大につながる取組を展開することにより、野菜産出額の増大を目指す。 

 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内      容 予算額 

(1)埼玉野菜産地強化 

  プロジェクト事業 

  114,549 千円 

 

 ア 県推進活動事業 県 

 

・生産拡大等に必要な技術の研究開発 

・産地の実態に応じた生産・販売対策の推進 

56,858 千円

7,691 千円 

イ 産地強化整備 

  支援事業 

生産者団体 

農業法人等 

 産地強化に必要な機械施設の整備費補助 50,000 千円 

(2) 加工・業務用野菜 

  産地育成支援事業 

県  食品関連業者や産地の意向調査に基づき、

県内需要に対応した野菜産地づくりの推進 

9,500 千円 

(3) 大学連携推進事業 県 

 

大学の研究・教育・情報提供の機能を活用

した埼玉野菜の生産拡大につながる効果的な

消費拡大対策の推進 

2,000 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   １２６，０４９千円 

ねぎの収穫機 

大学連携推進事業 

野菜産地 食品関連業者 

知って、買って 
使って、食べる 

○生産技術の研究開発 

○生産・販売対策の推進 

○機械施設の整備支援 

機械化による生産拡大 

生産拡大等を促す支援策の実施 

新規作型等の導入 

高品質化 大学機能を活用した消費拡大対策の推進 

マッチング支援 

１日の野菜摂取量 増 
高機能性野菜の摂取量 増 

水田地域などにおける産地化支援の実施 

さといもほ場のかん水 

 

埼玉野菜産地強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 加工・業務用野菜産地育成支援事業 
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埼玉の肉牛を守り・育てる生産構造転換事業 

 

                         担当 畜産安全課 畜産振興担当 

                         内線 ４１９３ 

 

１ 目 的 

高品質な和牛生産の割合が低い本県で肉用牛経営の安定化を図るためには、乳用種や

交雑種といった肉用牛生産から国際競争力のある和牛生産へ転換する必要がある。 

このため、秩父高原牧場における和牛子牛の生産力を強化し、県内肉用牛農家へ和牛

子牛を安定的に供給することで和牛生産の拡大を図る。 

 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1) 和牛子牛生産

拡大事業 

県 和牛受精卵を作成し、酪農家から受託し

ている乳牛へ移植 

428千円 

(2) 和牛子牛育成

施設整備事業 

県 和牛子牛を約９か月齢まで育成するため

に必要な牛舎及び機器の整備 

37,980千円 

(3) 受精卵処理施

設整備事業 

県 県有和牛から摘出した受精卵を移植可能

な受精卵に調製するための処理室及び機

器の整備 

20,976千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ５９，３８４千円 

秩父高原牧場

優良な和牛受精卵作成

受託乳牛に受精卵移植
和牛子牛
供 給

産まれた和牛子牛を育成

5

肉用牛農家

優良な和牛繁殖雌牛の増頭

和牛子牛の供給力アップ

和牛出荷頭数アップ

和 牛
生産拡大
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農林総合研究センター試験研究の推進 
担当 生産振興課 総務･企画･試験研究調整担当 

内線 ４０８２  

１ 目  的 

  埼玉農業の競争力を強化するため、安全で安心できる農産物の生産技術、新品種の

育成や優良種苗の大量増殖技術、高収益・高付加価値化技術などについて研究開発を

行うとともに、機能強化に必要な施設等の整備を行う。 

２ 事業内容 

(1) 農林総合研究センター試験研究費    １８６，５５２千円 

区  分 事業主体 内    容 予算額 

Ⅰ 安全・安心な農産

物生産技術の開発 
県 

 生産段階から安全性を確保するた

めの技術の開発 
9,645千円 

Ⅱ 本県オリジナル
品種の育成と栽培
管理技術の開発 

県 
 品種育成や新品目の導入とこれを

支える栽培管理技術の開発 
16,736千円 

Ⅲ 低コスト・省力生

産技術の開発 
県 

 省力化・快適化低コスト生産技術

や高品質・安定生産技術の開発 
17,895千円 

Ⅳ 環境に調和した

生産技術の開発 
県 

 化学肥料・農薬の削減など、環境

と調和の取れた生産技術の開発 
12,487千円 

Ⅴ 調査研究等 県 
 県民の多様なニーズに応える各種

の調査・研究、研究備品の整備等 
 129,789千円 

 

 

 

 

 

 

(2) 農林総合研究センター施設整備事業       ５８３，８０８千円  

   気候変動、産地間競争など本県農業が直面する課題に対応し研究機能を強化する

ため、農林総合研究センターに実験棟・温室等を新たに整備する。 

 ・単年事業（基本設計・実施設計、一部工事）  ４４３，７４８千円 

 ・継続事業（土木工事・建築工事）       １４０，０６０千円 

  （継続費総額（平成２６年度～平成２７年度） ５６７，４３５千円） 

     〈施設等の整備イメージ〉 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ７７０，３６０千円 

病気や高温に強い水稲の開発 獣害対策用の電気柵の開発 芳香シクラメンのシリーズ化 梨の新たな栽培方法の開発 

温 室 ほ 場 実験棟 
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埼玉スマートアグリ推進事業 
担当 生産振興課 野菜担当 

内線 ４１４２  

 

１ 目  的 

収益性の高い次世代施設園芸を推進するため、県の園芸研究所において、ＩＣＴなど

高度先端技術を活用した施設園芸の研究開発・実証を行う次世代施設園芸のモデル拠点

の整備を支援し、研究成果を県内に普及する。 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内      容 予 算 額 

(1) 埼玉県次世代施設 

園芸推進事業 

県 
・埼玉県次世代施設園芸推進委員会を設置、 

 モデル拠点構想の策定 

・関係機関との連絡調整、研修会の開催 

875 千円 

 

(2)先端技術展開事業 県 

民間企業等 
埼玉版スマートアグリの研究と施設整備 40,000 千円 

(3)次世代施設園芸拠点

支援事業 

農業法人等 
・次世代施設園芸拠点整備の協議調整 

・施設整備の補助 

・新技術、未利用資源ｴﾈﾙｷﾞｰ活用等の実証 

252,325 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ２９３，２００千円 

研究成果の導入 

・匠の技、経験や勘で培った技術 

・農総研が蓄積した栽培データ 

・気象データ等 

次世代施設園芸拠点支援事業 
 

環境制御システムなどの高度な技術を駆使した先端技術の実証 

高軒高ハウス 

超省力・高収量トマト栽培 

成

果 

県内の生産者に幅広く普及 

原図提供：野菜茶業研究所 

実

証 

埼玉県次世代施設園芸推進事業 
・推進委員会の開催 

・推進方針、モデル拠点構想の策定 

・関係機関との連絡調整、研修会の開催 

 

データ提供 

農業法人等が生産を実践 

県内生産者のニーズに応じて 

アレンジ 

先端技術展開事業 

ICT で生産技術を最適化 
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農業の６次産業化支援事業 

 
担当 農業支援課 普及活動担当 

 内線 ４０４８         
 
１ 目  的 
 農業の６次産業化に取り組む農業経営体の発展段階に応じて戦略的かつ実践的な支援
を行い、農業経営の多角化と強化を図ることで、収益力向上と地域振興を目指す。 

 
２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

新 
(1)６次産業化 
   経営革新支援事業 

 
県 

 
・地区相談会、経営実務研修、個別コンサル 
 ティングの実施 
・経営タイプ別の専門的支援 

8,776 千円 

(2)６次産業化 
   研究会事業 

県 
 
 

・農業者、食品事業者、流通業者、金融関係者 
 等からなる研究会を設置し、ネットワークを 
 構築 
・研究会における商品開発や販売戦略の検討、 
 現地視察や実習の実施 

3,148 千円 
 
 

(3)６次産業化 
実践支援事業 

県 
 

・対象を重点化した商品開発、販路開拓の実践 
 支援 

1,957 千円 
 

新 
(4)６次産業化 

支援体制整備事業 

  6,841 千円 

 ア 総合化計画 
  支援事業 

県 ・総合化事業計画の作成支援 
・総合化事業計画認定後のフォローアップ 
・ネットワークリーダーの育成 
・交流会の開催 

5,841 千円 

イ ネットワーク 
  活動推進事業 

市町村 
農業者等 

・国交付金を活用して地域ぐるみの６次産業化 
 に取り組む市町村等への経費助成 

1,000 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 平成２６年度予算額   ２０，７２２千円 

取組の具体化・戦略の検討 ６次産業化の実践

経
営
の
多
角
化
に
よ
る
収
益
力
向
上

第１段階 [地区相談会]

第２段階 [経営実務研修]

第３段階 [個別コンサルティング]

経営志向を明確に
し、支援対象を選
別しながら具体的
な行動に導く

経営ビジョン策定支援

（1）６次産業化経営革新支援事業

６
次
産
業
化
に
こ
れ
か
ら
取
り
組
む
、
又
は

経
営
確
立
を
必
要
と
す
る
農
業
者

対象

経営タイプ別支援

■多角化や収益力の
強化など経営形態に
合わせた支援を行う

単独発展型の取組を支援

新規

(2)６次産業化研究会事業

■テーマ別（主穀・畜産・果
樹野菜特産）や地区別の
ネットワーク構築を促進

■市町村・農業者等への経費助成

６次産業化研究会
の設置・運営

(4)６次産業化支援体制整備事業

■作成支援、認定後の補助金・融資の活用支援
ア 総合化計画支援事業

６
次
産
業
化
の
経
営
が
確
立
し
、
更
な
る
発
展
を

希
望
す
る
農
業
者

更なる成長が期待される農業者等への重点支援
■商品開発・販路開拓の実践、専門家の派遣

(3)６次産業化実践支援事業

認定要件に合致した作成希望者

ネットワーク構築型の取組を支援
（６次産業化ネットワーク活動交付金を活用）

新規

イ ネットワーク活動推進事業
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埼玉ブランド農産物推進事業 

 
               担当 農業ビジネス支援課 販売対策・農商工連携担当 

               内線 ４１０７ 
 
１ 目  的 

  農業所得の向上と販路を確保した生産拡大を図るため、平成１７年度からブランド

推進品目のキャンペーン活動や各種広報媒体を活用したＰＲを行ってきた。 

  今後、さらに埼玉ブランド農産物全体の認知度を高め、消費者から評価・選択され

るよう、他県産と差別化できる技術の普及やＰＲ活動を実施することにより、埼玉ブ

ランド農産物の販路の拡大を推進する。 
 

２ 事業内容 

区  分 
事業 

主体 内    容 予算額 

(1)ブランド化

戦略推進事業 

 

県 

 総合的なブランド化戦略を構築し、それに基づいた

実践活動を展開するため、埼玉農産物ブランド化戦略

会議を運営する。 

 

643千円 

(2)ブランド化

技術開発推進事

業 

 ブランド化の定着に向けた取組として①優良繁殖

用家畜の安定供給、②県オリジナル品種の活用、③差

別性や品質を高める栽培技術の普及を進める。 

 

1,718千円 

新(3)産地ブラ

ンド確立支援事

業 

 平成25年度事業においてブランド化計画を策定し

た産地による計画実現に向けた取組を支援する。 

 

2,500千円 

(4)埼玉農産物

ブランドアップ

ツアー事業 

 マスコミや情報発信力の高い有識者等を対象とし

た産地見学ツアーを開催し、外部評価による産地の気

づきと情報発信力強化、消費者の理解促進を図る。 

 

525千円 

(5)ブランド農

産物ＰＲ推進事

業 

 埼玉ブランド農産物全体の認知度を高め、消費者か

ら評価・選択されるよう、ＰＲ活動を実施し、販路の

拡大を図る。 

 

6,282千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３ 平成２６年度予算額   １１，６６８千円 

生産
段階

埼 玉 ブ ラ ン ド 農 産 物 推 進 事 業

ブランド化
戦略推進
事業

試験
研究

流通
販売

首都圏
ﾏｰｹｯﾄ

評価の向上

品種育成
技術開発

産地におけるブラ
ンド化の取組支援

評価の維持

ブランド化技術
開発推進事業

産地ブランド
確立支援事業

ブランド農産物
ＰＲ推進事業

埼玉農産物
ブランドアップ
ツアー事業

ブランド化

戦 略

商品づくり

新規
（１） （２） （３） （４） （５）
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埼玉スマートＧＡＰ推進事業 

 

担当 農産物安全課 有機・安全生産担当 

              内線 ４０５７ 

１ 目 的 

食の安全・安心確保が求められる中、県下全域でＧＡＰを普及するための推進・指導

体制を整備するとともに、幅広い農家が取り組めるよう、取り組みやすさを重視した新

たな埼玉県独自のＧＡＰ（Ｓ－ＧＡＰ）を策定し、県産農産物のより一層の安全性と信

頼性の向上を推進する。 

 
 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1)ＧＡＰ普及事業 県 

 県産農産物の安全性向上を目的として、

県下全域にわたりＧＡＰを普及・推進する

ために必要な取組を行う。 

・ＧＡＰ推進会議の開催 

・ＧＡＰ推進・指導体制の構築 

・現地指導、ＰＲの実施 

3,937千円 

(2)Ｓ－ＧＡＰ策定事業  県 

 生産者にとって取り組みやすさを重視し

た埼玉県独自のＧＡＰ（Ｓ－ＧＡＰ）を策

定する。 

・Ｓ－ＧＡＰ検討委員会によるＳ－ＧＡＰ

仕様策定 

・モデル農家による実証と効果検証 

3,329千円 

 ※ＧＡＰとは Good Agricultural Practice の略。安全生産工程管理と訳されている。 

 

     

 

                         

 

 

 

 

   

 
 
 
 
３ 平成２６年度予算額   ７，２６６千円  

 

S-GAPの推進 Ｓ－ＧＡＰの特徴 

県が策定した仕様を農家へ提供 

国のガイドラインに準拠 

取り組みやすさから産地の合意 
形成が容易 

 

→取り組み開始時のハードルを下げ
PDCAサイクルが回り始める 

→流通業界の多様なニーズに対応可能 

→県内農家に幅広く GAP取組が拡大 

栽 培 計 画 の 策 定 

計画に基づいた実践 

自 主 チ ェ ッ ク 

計画の評価・見直し 

GAP は PDCA ｻｲｸﾙによる 
持続的な改善活動の実践 

県 ＪＡ 連携 

県内販売農家 

県とＪＡグループがタッグを組んで推進 

 
支援指導 

 

全安 

安心 

認知 信頼 

S-GAP普及拡大 県産野菜 
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原発事故に係る農畜産物影響調査事業 

 

                      担当 農産物安全課 有機･安全生産担当 
                      内線 ４０４９ 
 

１ 目  的 
 
  東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の影響が引き続き懸念される

ことから、食品衛生法で定められた食品中の放射性物質の基準値を超える県産農産物等
が流通することのないよう、国のガイドラインに基づいた調査を実施し、安全性を確認
する。 

  また、その情報を公表することにより、放射性物質による県産農産物の風評被害の防
止を図る。 

 

２ 事業内容 
 

区   分 事業主体 内         容 

原発事故に

係る農畜産

物影響調査 

事業 

県 県産農産物等の放射性物質の分析 

 ① 農産物 … 週１回、収穫時期を迎えた品目を調査 

         主要農産物、特産品目 等 

 ② 玄 米 … 生産･出荷のある市町村 各１検体 

 ③ 玄 麦 … 地域ごとに各麦種 １検体 

 ④ 大豆・ソバ … 生産･出荷のある市町村 各１検体 

 ⑤ 林産物 … 春､秋の収穫､発生期に調査 

 ⑥  茶  … 一番茶､二番茶を調査 

 ⑦ 淡水魚 … 主要魚種の解禁前等に調査 

 ⑧ 原 乳 … 県内３クーラーステーションを調査 

 ⑨ 畜産物 … 主要畜産物を調査 

 ⑩ 牧草等 … 飼料として利用する野草等を調査 

 ⑪ 農用地土壌 … 各市町村 １検体以上 

 ⑫ 堆肥等 … 新たに利用再開を希望する地域の 

腐葉土等を調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
３ 平成２６年度予算額   ４３,９３８千円 

県産農産物等 

 
放射性物質の分析 

結果公表 

 

県産農産物等の安全性の確保 ・ 風評被害の防止 
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森林整備加速化・林業再生事業 

 

                       担当 森づくり課 間伐・森林循環担当 

                       内線 ４３２１ 

 

１ 目  的 

 埼玉県森林整備加速化・林業再生基金を活用し、間伐や木造公共施設の整備など、森林

整備から木材利用までの一体的な取組を支援し、森林整備の加速化と林業・木材産業の再

生を図る。 

 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

(1) 森林整備等 森林組合等 ・間伐（66ha） 

・森林調査（224ha） 

・森林作業道（26,200m） 

83,341千円 

(2) 高性能林業機械

等の導入 

素材生産業

者等 

・高性能林業機械等の導入（3台） 

・危険防止設備整備（44台） 

19,550千円 

(3) 県産木材利用の

推進 

市町村、民

間業者等 

・木材加工流通施設等整備（1施設） 

・木造公共施設等整備（8施設） 

744,847千円 

(4) 森林・林業人材育

成加速化事業 

森林組合等 ・素材生産を低コストに行える人材の緊急

育成支援（1式） 

・車両系木材伐出機械等の特別教育に係る

受講支援（1式） 

12,050千円 

(5) 検査指導費 県 ・検査、指導に係る事務費 220千円 

(6) 埼玉県森林整備加速化・ 

   林業再生基金積立金 

県 ・運用益の積立 7,631千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ８６７，６３９千円 

森林整備の加速化、林業・木材産業の再生

○間伐
○森林作業道整備
○高性能林業機械等の導入
○森林・林業の人材育成

○木材加工流通施設等整備

○木造公共施設等整備

森林整備・木材生産 木材加工・流通・利用

連携
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森林・林業基盤の整備 

 

                     担当 森づくり課 治山・森林管理道担当 

                     内線 ４３１４、４３１６        

 

１ 治山対策の推進 

（１）目  的 

   山崩れや荒廃渓流の復旧対策、災害の発生するおそれがある箇所の予防対策及び

機能の低下した保安林の整備を行うことにより、県民の安全・安心な暮らしを確保

する。 

 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

治山事業 
県 

市町村 

・山腹崩壊地や荒廃渓流等に治山施設を設置 

・保安林の間伐等の実施 

 【３７箇所】 

 

（３）平成２６年度予算額   ４６５，５８８千円 

 

 

２ 森林管理道の整備 

（１）目  的 

   森林管理道を整備することにより、適切な森林整備の推進と林業経営の効率化を

図るとともに、山村地域の生活道や災害時の迂回路としての機能を確保する。 

 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

森林管理道整備事業 
県 

市町村 

森林管理道の開設、改良、舗装 

【５３路線】 

 

    森林管理道の施工例 

 

 

 

 

 

 

 

 

        〔開設前〕                 〔開設後〕 

 

（３）平成２６年度予算額   ６０８，６２４千円 
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県産木材の利用拡大による循環利用の推進 
 

                       担当 森づくり課 木材利用推進担当 

内線 ４３１８ 

 

１ 目  的 

県内の高齢化した人工林の循環利用を推進し、活力ある「緑」に生まれ変わらせるとと

もに、地球温暖化の原因となる二酸化炭素の吸収・固定・貯蔵を促進するため、住宅等の

建築において県産木材を選択して利用してもらうための奨励補助を行う。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内   容 

埼玉の木みん

なで使って豊

かな暮らし応

援事業 

木材関係

団体 

県産木材を使用して、新築・改築・内装木質化を行う

住宅・事務所を対象として、県産木材の使用量に応じた

利用奨励のための支援を行う。 

併せて、県産木材の使用量とそれによって住宅に貯蔵

される二酸化炭素の量を認証し、環境への貢献度の「見

える化」を図る。 

（事業費の内訳） 

・補助単価：17,000円／ｍ３（県産木材認証制度で証明

される製品材積あたり） 

      ※上限 １戸あたり３４万円 

・事業量 ：5,400ｍ３（県産木材を 60％以上使用する

住宅 450戸相当。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ９７，６２０千円 



新 規 
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多面的機能支援事業 

 

                        担当 農村整備課 農村環境担当 

                        内線 ４３４８ 

 

１ 目  的 

 農業・農村の多面的機能を維持・発揮させるため、地域で行う農地や水路、農道な

どの地域資源の基礎的な保全活動や質的向上を図る活動を支援する。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1) 多面的機能支払交

付金 

   143,569 千円 

 

 

ア 農地維持支払 活動組織 水路の草刈りや泥上げ、農道の砂利補充な

ど、農業の多面的機能を支える共同活動を

支援する。 

105,463 千円 

 

イ 資源向上支払   38,106 千円 

 

 共同活動 活動組織 水路、農道、ため池の軽微な補修や植栽に

よる景観形成など、地域資源の質的向上を

図る共同活動を支援する。 

24,677 千円 

 

長寿命化 活動組織 水路、農道などの施設の長寿命化のための

補修・更新等の活動を支援する。 

13,429 千円 

 

(2) 多面的機能支払推

進交付金 

   9,431 千円 

 

 

ア 県推進事務費 

 

県 多面的機能支払に係る事業の推進 4,731 千円 

 

イ 市町村推進事

務費 

市町村 多面的機能支払に係る事業の推進支援 4,700 千円 

 

 

  基本交付単価                        （単位：円/10a） 

 
農地維持支払 

資源向上支払 

共同活動 長寿命化 

田 3,000 2,400 4,400 

畑 2,000 1,440 2,000 

草地   250   240   400 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   １５３，０００千円 

【農地維持支払】 【資源向上支払】 

植栽による景観形成 水路の補修 水路の草刈り 

区分 

地目 
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農業集落排水の整備 

 

担当 農村整備課 農村環境担当 

  内線 ４３４８         

 

１ 目  的 

   農村地域の生活排水処理施設を整備することにより、農業用水の水質改善と生活環境

の向上を図り、安全・安心な農産物の生産と生活しやすい地域づくりを進める。 

 

 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

彩の国ゆたかなむら

づくり整備事業 

市町村  農村地域の下水処理施設の整備等 

                 【５地区】 

 

 （注）平成２５年度末までに １４３地区完了（昭和５８年度以降） 

       平成２４年度末普及率 ９７．５％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   １７０，２９２千円 

処 理 場

 処 理 場

改 善 後改 善 後  

整備前
改 善 後  

農業集落排水の整備による水質改善 

 

処理水を放流 生活雑排水の直接流入 

整備後
改 善 後  
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水と緑に親しむサイクリングロードの整備  

 

担当 農村整備課 水利調整・施設管理担当 

内線 ４３４１ 

 

１ 目  的 

県民に広く親しまれている、水と緑豊かな見沼代用水路沿いの自転車歩行者道につい

て、安心して快適に利用できるような環境を確保する。 

 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

水と緑に親しむ

みち管理事業 

県  緑のヘルシーロード、水と緑のふれあいロードの快適

な通行環境の整備を行う。 

 ・路面等の補修、補強 

・巡視、草刈り等の実施 

 ・地域住民等による植栽や管理作業の支援 など 

 

緑のヘルシーロード  

 行田市（利根大堰）～川口市（グリーンセンター）  ５６．５ｋｍ 
 

水と緑のふれあいロード  

加須市（旧騎西町）～宮代町、久喜市（旧菖蒲町）～春日部市  ４２ｋｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ８７，６００千円 

 

 

快適な通行環境を確保 

ポケットパーク等の雑草対策 

 
舗装を補修、補強 
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川の再生の推進 
（川のまるごと再生プロジェクト（農業用水））  

 

                         担当 農村整備課 農村環境担当 

                         内線 ４３４８         

 

１ 目  的 

  県民誰もが川に愛着を持ち、ふるさとを実感できる「川の国埼玉」の実現を目指し、

農業用水路等を対象に市町が進めるまちづくりと一体となって一つの川を上流から下流

まで川をまるごと再生する。 

 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

川のまるごと再生 

プロジェクト 

（農業用水）推進費 

県 

市町村 

 環境に配慮した護岸、遊歩道、魚道等の整備 

     【１０箇所（７農業用水、３河川）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額   ９４２，０００千円    

魚類やホタル、水生植物の

生息の場を創出  

 

【整備イメージ】 

【整備前】 

【長楽用水路】 


